
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会保障カード（仮称）の在り方に関する検討会 

これまでの議論の整理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（本とりまとめの位置付け） 

社会保障カード（仮称）の在り方については、現段階で本検討会として一定の

結論を得たものではなく、本とりまとめは、いくつかの仮定を基にした議論を

整理したものである。 
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社会保障カード（仮称）の在り方に関する検討会 

これまでの議論の整理 
 
 
 
 
 
 

第１章 はじめに 

本検討会が本年 1 月に取りまとめた「社会保障カード（仮称）の基本的な構想

に関する報告書（以下、本文中では「基本構想に関する報告書」という）」におい

ては、基本的考え方について以下のように述べられたところである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
これまで社会保障分野においては、年金、医療、介護等それぞれの分野におい

て情報化が進捗し、ＩＣカードの導入が検討されてきた経緯があるが、我が国の

電子政府化の推進が高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ戦略本部）

の下で、府省横断的に一体となって進められているとおり、本来情報化とは、国

民の生活に密接に関連する各種事務手続等の多くが統合的に情報化されてこそ、

最大の効果を発現するものである。 

この点につき、進捗の過程にある等の理由で情報化が部分的である時点におい

ては、費用対効果を得にくい側面があるとともに、全体最適の観点からは、分野

ごとに情報化を進め、別々のＩＣカード及び発行の仕組み等を作るのは非効率で

あることから、社会保障カード（仮称）は、将来を見据えた社会保障制度全体を

通じた情報化の共通基盤として位置付けられるべきものである。 

また、国民生活に密着する社会保障の分野においてこのような基盤が整備され、

社会的な合意が得られれば、より広い用途で利用することができる可能性もある。  
ただし、用途の拡大に伴いリスクも高まる可能性があることから、リスクをで

きる限り回避しつつ、プライバシー侵害等の不安が極力解消される仕組みとする

ことが重要である。 

人口減少と急速な少子高齢化により、生産年齢人口の減少や年金・医療・

介護といった社会保障サービスの利用者の増加が見込まれている中で、質の

高いサービスを効率的・効果的かつ安全に提供していくことが求められてい

る。 
このため、目覚しく進歩する情報通信技術を活用し、利用者が年金・医療・

介護といった社会保障分野のより良いサービスを安心して利用できる社会を

実現し、持続的で利用者に信頼される社会保障制度を構築することが必要で

ある。 

（本とりまとめの位置付け） 

社会保障カード（仮称）の在り方については、現段階で本検討会として一定の

結論を得たものではなく、本とりまとめは、いくつかの仮定を基にした議論を整

理したものである。 



 - 2 -

社会保障カード（仮称）については、カードによって実現可能なことについて

の様々な期待がある一方で、情報化や制度横断的な取組みに対しては不安の声が

あるのも事実である。こうした中で、具体化に向けた議論を丁寧に積み重ねてい

くためには、より広い範囲の用途に対応できることと、プライバシー侵害等の不

安が極力解消されることを両立できる仕組みを工夫することが重要である。その

ため、 

・ 一定の仕組みのイメージを仮定し、その仕組みによって実現可能となること、

その仕組みのコスト、想定されるリスクを具体的に示すことが不可欠であるこ

と 

・ その仕組みや仮定に至った検討内容を示すことで、別案の検討を進めること

も可能となること 

・ 逆に何らかの仕組みを整理した上でなければ、実現可能なこと、コスト、リ

スクの整理は不可能であり、丁寧な議論ができないこと 

から、本検討会においてはこれまで、社会保障カード（仮称）の仕組みの検討を

先行させてきた。 

仮置きではあるが、仕組みのイメージを示すことで、今後、国民的な議論が広

がり、様々なご意見や、コストやリスクを抑えつつメリットを高めるアイデアを

促すことが期待され、国民の皆様の理解を深めていくことに資するものと考えて

いる。 

また、こうした仕組みのイメージを示すことは、社会保障カード（仮称）と並

行して内閣官房等で検討が進められている電子政府への取組みなど関連する様々

な施策を含めた全体最適を実現するための検討にも資する。 

 

今回仮定した仕組みのイメージは、ＩＣカード（ＩＣチップ）、本人識別情報、

アクセスを中継するためのリンクのみを保持する機能を持つデータベース（以下

「中継ＤＢ」という。）を組み合わせた仕組みであり、このような仕組みに基づ

けば、 

・ 本人識別情報の保有をＩＣチップと中継ＤＢ内に限定することなどにより、

その流出リスクを極力回避しつつ 

・ 現在各保険者が保有する年金・医療・介護に関する様々な情報を一括して保

有するのではなく、中継ＤＢを経由して各保険者等が保有する情報へのアクセ

スを行い、同時に中継ＤＢへのアクセスを監視することにより、個人情報の流

出リスクを効率的かつ効果的に回避する 

・ また、この仕組みは社会保障カード（仮称）の将来の用途拡大に対応する場

合のコストを抑える 

ことができるものと考えられる。 
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一方、社会保障カード（仮称）の仕組みの実現のためには、それにより生じる

不利益の部分も含め、更に検討すべき課題も多い。また、３制度を一体的に扱う

必要があるのか疑問であるとの意見も寄せられている。 

例えば、今回仮定した仕組みのイメージについても、次章以降で述べる個々の

課題の他、例えば次に挙げるような課題があることから、本検討会や作業班にお

いて、こうした課題を検証しながら検討を進めることが重要である。 

・ 医療や介護の保険証として利用する場合と年金記録等の情報を閲覧するため

に利用する場合との違い 

・ 各制度・現場の状況を踏まえた対応 

・ 医療機関、保険者等の環境整備をどう進めるか 

・ 現行の保険証等からの切り換えに伴うリスクの分析 

・ ＩＴの利用に不慣れな方等、様々な利用者への配慮 

・ 仕組みの実現と制度運用に当たっての法的手当を含む制度的対応の必要性 

・ 社会保障カード（仮称）の仕組みに要するコストの試算 

・ 受益と負担の関係も踏まえた費用負担の在り方 

 

本検討会としては、今後も、様々なご意見をいただき、それを踏まえつつ、更

なる検討を継続し、年度内を目途に基本計画の策定を目指していくこととしたい。 
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第２章 今回仮定した仕組みを基にした社会保障カード 

（仮称）による効果 

第１章で述べたとおり、社会保障カード（仮称）は社会保障制度全体を通じた

情報化の共通基盤として位置付けられるべきものであり、このような基盤が整備

されることにより、 

・ 社会保障制度における自らの情報や社会保障制度に関する情報の可視化・透

明化を進めること、 

・ 効率的にきめ細かなサービスを提供すること 

が一層進むことが見込まれる。また、こうしたことにより、紙媒体を基本とした

手続等に比べて利便性が向上するとともに、社会保障制度に対する国民の信頼の

向上につながることが期待される。 

  

 社会保障カード（仮称）の導入により、情報の可視化や自己情報のコントロー

ルが一層進むという「情報アクセスの基盤」としての役割を果たすことと、効率

的できめ細かなサービスを可能とする「情報連携の基盤」としての役割を果たす

ことにより、様々な効果が期待されるが、本検討会では、差し当たり、年金手帳、

健康保険証、介護保険証の役割を果たし、年金記録等を簡便に確認できるものと

して検討していることから、本章においては、この２つの基盤の整備が年金・医

療・介護３分野においてどのような効果を生む可能性があるかについて述べる。 

 

（１）情報アクセスの基盤としての効果 

（自己情報の容易な入手・活用） 

○ 現状では、利用者は年金記録、レセプト（医療費）情報、特定健診情報等

の情報を得るためには、多くの場合、紙の申請書のやりとりが必要となる。

また、別々の保険者・行政機関から各々取得しなければならず、一括して情

報を取得することができず、自分が欲しい情報にアクセスしにくい状況であ

る。 

この点につき、利用者は、年金記録、レセプト（医療費）情報、特定健診

情報等について、保険者等における環境が整うことを前提として、いつでも

自宅等からオンラインで確認・入手して生活設計や健康管理のために活用す

ることが可能となり、さらに、社会保障ポータル（仮称・詳細は後述）を利用

することで、ワンストップで様々な社会保障に関する情報にアクセスできる

こととなる。 
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（利用者への情報提供） 

○ 利用者が保険給付・適用の手続を忘れていても、保険者等からお知らせす

ることで手続漏れを防ぐことや、一般的な社会保障制度の概要等の情報に加

え、住んでいる自治体や年齢に応じた社会保障に関する様々な情報を提供す

ることもより簡便に実現可能となる。 

（自己情報の管理・安全性確保） 
○ 現状では、例えば年金記録について、標準報酬の誤りや虚偽の届出がされ

てもすぐに確認する手段がない。 
この点につき、自分の情報を管理し、活用することが可能になり、正しい

情報への修正、手続漏れや虚偽の届出の抑止も可能になる。これにより、例

えば将来的な年金記録の誤り防止にも資する。 
なお、国民が行う情報の確認手段としてＩＴ技術を利用できれば、ねんき

ん定期便や各種通知等を送付することと比べて、郵送費等のコストを削減す

ることができる。 
 

○ 現状では、年金記録を始め、自分の社会保障に関する情報について、不正

アクセスによる盗み見などの可能性に対して適切に管理されているか自分で

直接確認する手段がない。 
この点につき、アクセス記録を自分で確認できるようになれば、不正なア

クセス等の監視が可能になり、また、不正アクセス等の抑止力としても働く。

 

○ 現状では、健康保険証、年金手帳等の偽造・悪用がなされた事例があり、

例えば、知らない間にクレジットカード、銀行口座、携帯電話等の契約をさ

れることや、それが別の犯罪に使われる可能性がある。 
この点につき、ＩＣカード化することにより偽造・悪用を一定程度防止す

ることが可能になる。 
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（２）情報連携の基盤としての効果 

（利用者や保険者の負担軽減） 
○ 現在、利用者は、転居や転職等に伴い保険者が変わるごとに、保険証等を

保険者に返却する必要があるとともに、これにより加入申請漏れ・手続漏れ

も生じうる。また、各保険者において、被保険者の異動のたびまたは定期的

に保険証を発行・交付している。 
この点につき、利用者は保険者変更等の際でもカードを返却する必要はな

く、１人１枚のカードで年金、医療、介護サービスの様々な保険証や標準負

担額減額認定証等の役割を果たす。各保険者においても、保険証を発行する

事務等が不要となり、事務コストが削減できる。 
また、就職の際に正しい基礎年金番号が申告されない等の理由による基礎

年金番号の重複付番も防止することもできる。 
 
（医療機関等における事務負担軽減） 
○ 現在、事務面において、レセプトへの資格情報の転記ミス、医療保険の未

加入状態での受診や医療保険資格喪失後の受診等により、保険医療機関・審

査支払機関・保険者等に医療費請求における過誤調整事務が発生している。

この点につき、オンラインでの医療保険資格確認やレセプト等への自動転

記が可能となり、医療費の過誤調整事務が軽減されるなど、事務コストが削

減できる。 

 
（制度や保険者等をまたがる手続の効率化） 
○ 現在、制度や保険者をまたがって本人を同定することが難しいことから、

保険の取得手続だけでなく、高額療養費の申請、併給調整のための書類提出

など、制度や手続が複雑なものが存在し、煩雑な申請手続が必要であったり

申請漏れが生じたりする。そのため、高額療養費等につき本来もらえるはず

の給付をもらえない、また、加入手続漏れ等の原因により、払われていない

保険料等が発生するなど、利用者への負担や事務面での負担が発生している。

この点につき、制度や保険者をまたがっての利用者の特定が可能となれば、

例えば高額医療・高額介護合算制度といった制度をまたがる事務や、同一制

度内でも保険者をまたがる事務が効率化され、手続のワンストップ化や必要

な添付書類を削減することが可能となり、利用者にとって便利になるととも

に、保険者の事務コストも削減される。 
また、保険者が正確な情報の把握ができるようになることから、申請漏れ

を防ぐために利用者に情報提供をするなど、よりきめ細かなサービスを提供

することが可能となる。 

（例：高額療養費の申請、被用者保険から脱退した後の国民健康保険への加入

手続勧奨、その他社会保障に関する情報の提供） 
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○ 現在、各種給付における負担の軽減措置は保険者や制度ごとで設定・適用

されるのが原則となっているが、保険者・制度をまたがった場合でも自己負

担額の調整を行うなど、社会保障制度において制度や保険者をまたがったよ

りきめ細かなサービスを提供できる可能性がある。 

 

○ 将来的には、本人の希望を前提とした上で、地域の医療機関間や医療機関

と介護事業者等との情報連携にも活用することも可能となる。 

 
  その他にも、行政機関への申請について、窓口申請ではなく電子申請が行いや

すくなることや、希望者については、身分証明書として利用することができるほ

か、ＩＣチップの空き領域を利用して追加的な機能を持たせることもできる等、

基本構想に関する報告書で挙げられた効果が考えられる。 
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第３章 今回仮定した仕組みのイメージ 

基本構想に関する報告書に基づき、具体的な仕組みについての検討を行い、い

くつかの仮定を基にした議論を行ってきたところであるが、その中でも主となる

部分につき、本章において述べる。 

（１）本人を特定する鍵となる情報（本人識別情報）について 

第２章で述べたような社会保障に関する情報の可視化を進め、効率的にきめ細

かなサービスを提供すること等を実現するためには、制度内・制度間での利用者

の特定すなわち識別が必要となる。 

この識別が不完全であると、記録・情報の連続性が確保されないこととなり、

結果として利用者・運営者双方に不利益をもたらす可能性がある。したがって事

務の効率化を図りながら利用者の識別を果たす方策を考える必要がある。 
そのため、基本構想に関する報告書では、カードのＩＣチップに収録する「本

人を特定する鍵となる情報」（本人識別情報）として、以下の５案を提示した。 

案１ 各制度共通の統一的な番号を利用 

案２ カードの識別子を利用 

案３ 各制度の現在の被保険者番号を利用 

案３―２ 各制度内で不変的な番号を創設し、利用 

案４ 基本４情報（氏名、生年月日、性別、住所）を利用 

 
この５案を比較検討し、一定の整理を行ったところ、 

・「案３：各制度の現在の被保険者番号」については、保険者が変わる都度、カー

ドの書き換えの必要が生じること、 
・「案３―２：各制度内で不変的な番号を創設」については、全ての医療保険者や

介護保険者のシステム改修が必要となること、 
・「案４：基本４情報（氏名、生年月日、性別、住所）」については、同姓同名同

住所の例、外字の用い方による不突合等が起こる可能性があること 
等を踏まえ、差し当たり、「案１ 制度共通の統一的な番号1」又は「案２ カー

ドの識別子」を基本として更に検討を進めることとした。 
 
 上記の本人識別情報の案は、制度内・制度間で利用者の識別を行うための方法

であり、電子的に利用者の情報にアクセスするためには別途オンライン上で認証

を行うこととなるが、認証については、後に（２）で述べるとおり、本人識別情

                                                  
1 制度共通の統一的な番号の例については、『「社会保障番号」に関する実務的な議論の整理』（平成
１８年９月２２日・社会保障番号に関する関係省庁連絡会議）では、「住民票コード」、「基礎年金番

号」、「新規番号の付番」が挙げられている。 
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報を認証に直接用いるよりも、国際技術が確立しており一定のセキュリティを確

保しやすい「公開鍵暗号の仕組み」を用いる方が安全性において優位であると考

えられる。その際、この公開鍵暗号の仕組みを用いた認証については、認証しう

ることをもって識別に代えることも可能であることから、本人識別情報として、

先に記載した「案１」「案２」に加え、「公開鍵暗号の仕組みを用いた認証を用い

る方法」も併せて検討することとした。 
 
なお、検討会においては、上記のＩＣチップに収録する制度間で利用者の識別

を行う本人識別情報の議論に加え、 

・ 医療・介護の現場では、保険者間の移動、姓の変更、転居など様々なライフ

イベントを通じても確実で継続的なサービスを安全・安心に提供することが期

待されており、社会保障カード（仮称）の導入に当たっては、様々なライフイ

ベントの影響を原則受けない、医療・介護の現場で用いるための本人の識別番

号を導入すべきである 
・ 社会保障カード（仮称）導入後も、医療・介護の現場では相当期間、従来か

らの紙処理とコンピュータ処理が混在することが予想されるため、そうした医

療・介護の現場で用いられる識別番号は可視化して表示されるべきである 

との意見があった。 
 
したがって、医療・介護の現場における利便性を向上させつつ、混乱を招かな

いためには、医療・介護の現場で用いられる可視化された識別番号の必要性及び

それを制度を越えて運用しないことを担保する仕組みを検討する必要がある。 
  
  一方、 

・ 本人の識別のための番号がどのような目的で使われるのかが明確化されない

状況で、年金・医療・介護の３つの制度を一体的に扱う統一的な番号の導入を

前提としたかのような議論がなされるべきではない 
・ ３つの制度を一体的に扱う必要があるのか疑問である 

との意見も寄せられたところであり、年金・医療・介護の３分野を社会保障カ

ード（仮称）の対象とすることについては、年金制度における基礎年金番号のよ

うに、目的が明確で利用される範囲が限定された医療・介護の現場で用いられる

可視化された識別番号の必要性等の議論も踏まえて、今後とも検討を進めていく

必要がある。 
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（２）ＩＣカード（ＩＣチップ）について 

ＩＣカードは、ＩＣチップ内に情報を収録することで視覚的に情報を隠すこと

ができることに加え、不正な解析等に対する防御対策がなされた「耐タンパ性」

を有するといったＩＣチップの性質上、偽造や不正使用が難しく、安全性が高い

ことから、一般的に利用されている。 

ＩＣカードの安全性
○耐タンパ性（ＩＣカードを不正に解析する脅威等からの防御対策）
－チップを取り出した信号解析や顕微鏡解析による不正情報取得、消費電力や
電圧および処理時間の変化からの情報や鍵の推定などの脅威等に対応した
対策をしている。

○鍵（暗号鍵あるいはパスワード）の設定による利用条件制限
－情報が記録されるメモリ上のデータファイルは、ファイルごとに鍵を設定して
保護される

－正しい鍵が確認された時に、鍵に応じた読み書きの利用権が与えられる

－あらかじめ設定された回数の照合や認証に失敗すると、鍵の利用を自動的に
停止することが可能

※磁気カードやICタグは、読取装置があれば、データが読める
磁気カードライターは比較的簡単に入手可能で、偽造も可能

※メモリカードは、自由に読書き可能

接点

ICチップ
樹脂

メモリ回路層 多層配線構造

樹脂による封入によるＩＣチップ取り出しの困難化 多層化による物理解析の困難化

 

その一方で、例えば統一的な番号やカードの識別子といった情報をそのままＩ

Ｃチップに収録して個人の識別に用いる場合には、暗号化等の措置をとったとし

ても、住民基本台帳カード（以下、住基カード）のように専用端末を用いるなど

適切な保護を講じなければ、ＩＣチップから送り出される情報を不正に読み出さ

れるおそれを完全に否定できない。しかし、社会保障カード（仮称）については

医療機関等で利用されることが想定されており、すべての医療機関で専用端末を

用いて資格確認等を行うことは考えにくい。 
そのため、情報を読み出す端末を無条件に信頼することができないことを考え

ると、統一的な番号等を情報の送り手と受け手で持ち合うことで本人を認証する

方法より、情報の送り手と受け手とで異なる情報を持ち、ＩＣチップの演算機能

を活用する公開鍵暗号の仕組み2を活用する方が、安全性においては優位であると

考えられる。 
                                                  
2 ＩＣチップから送り出される情報が膨大な桁数の乱数とＩＣチップ内で生成される関数であり、Ｉ
Ｃチップの内部にのみ格納される別の乱数との演算の結果が合致することにより、本人を認証する方

法。なお、公開鍵の電子証明書には重複を避けるための整理番号が付けられることになるが、これは

本人の識別に用いられるものではない。 
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ただし、将来を見据えた社会保障制度の有用な基盤として検討を進めつつ、当

分の間は、情報化が進んでいない手続等と併存する期間が一定程度存在すること

や、様々な理由でＩＣカードの機能を利用できない事由も考えられることから、

ＩＣカードの機能に依存しない方法も併せて検討を行う必要がある（ＩＣカード

の機能を利用できない事由は第６章で詳述。）。 
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（３）中継データベース（中継ＤＢ）について 

 ①中継ＤＢの必要性 

社会保障カード（仮称）の仕組みについては、プライバシー侵害、情報の一

元的管理に対する不安を極力解消しつつ、費用対効果にも優れた仕組みとする

ことが重要であり、その検討に当たっては、 

・ カードのＩＣチップには医療保険の資格情報そのものや年金記録等の情報

そのものは収録せず、ＩＣチップ内情報の書き換えの機会を極力減らしＩＣ

カードのセキュリティを確保する。必要な情報の取得にはＩＣチップ内の本

人識別情報を用いて外部のデータベースにアクセスする 

・ 現在、各保険者が給付情報等を保有するデータベースを集約または集積し

て、個人の社会保障情報を一元管理することは、 

－プライバシーが侵害されるのではないかという不安を惹起する、 

－サイバー攻撃等の標的にされるおそれがある 

ことから、年金・医療・介護に関する様々な情報を一括して保有する大規模

なデータベースは設けない 

  と想定した。 

 

これらを前提とすると、ＩＣチップ内に収録された本人識別情報をキーにし

て、各保険者に分散して保存されている情報に確実にアクセスする仕組みとし

て、アクセスを中継するためのリンクのみを保持する機能を持つ中継ＤＢが必

要となる。 

現在、各制度で個別に付番されている被保険者記号番号等について、これを

制度共通の統一的な番号に置き換えるという意見もあるが、この中継ＤＢは、

そのような場合であっても、同様の各保険者へのアクセスを中継する仕組みと

して必要となるものと考えられる。 
 

社会保障カード（仮称）各保険者のデータベース 中継データベース（仮称）

① アクセス・情報を要求② 情報を要求

③ 情報を提供

保険者A

保険者B

・被保険者記号・
番号
・保険資格情報、
閲覧情報

・本人識別情報
・被保険者記号・
番号

各保険者への要求の振り分け機能
を持ち、ワンストップサービスを実現。

※ 複数の保険者が共同して
データベースを運営することも
可能。

ICカードICカード

本人識別情報
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この中継ＤＢが保有する情報について、中継ＤＢに様々な情報を持たせるこ

とは情報の一元的管理が行われるとの懸念が生じることから、中継ＤＢが持つ

情報は必要最小限の情報とする。 
具体的には、 

・ 本人識別情報 
・ 各制度の被保険者記号番号等（各種の公費負担医療も対象とする場合につ

いては、それぞれの公費負担者番号、公費負担医療受給者番号） 
等を保有することとし、資格や給付情報等その他の情報は、現在と同様、各保

険者が保有することを想定した。その一方で、各保険者は本人識別情報や他の

保険者が管理する被保険者記号番号を保有しないと想定した。 
   なお、各保険者におけるデータベースの整備状況やセキュリティ対策の状況

を踏まえ、複数の保険者が共同してデータベースを運用すること等の措置につ

いて更なる検討が必要である。 

 

②中継ＤＢの具体的な機能について 

オンラインによる保険資格の確認については、医療機関等からの資格確認の

要求を中継ＤＢを経由して各保険者のデータベースにアクセスさせることで行

う。 

年金記録やレセプト等の情報を閲覧する際にも、各保険者が有する情報にア

クセスすることになるが、各保険者のデータベースに個人が直接アクセスする

ことは利用者にとって不便であり、また、セキュリティ上も脅威が高まること

から、中継ＤＢの仕組みを利用することにより、利用者の閲覧要求を中継する

機能を持たせることが可能と考えられる（詳細は後述）。 
上記に加え、中継ＤＢにおける自分のデータへのアクセス記録を保存するこ

ととし、その記録を自分自身で確認できる仕組みとすることで、不正アクセス

による盗み見等の不安を払拭するとともに不正を抑止する仕組みとすることが

可能となる。 
また、中継ＤＢを利用することで、各制度における保険者間や制度をまたが

る保険者間の情報連携を円滑かつ安全に行うことができ、事務の効率化が可能

となる。 
 
このように、中継ＤＢを置く仕組みとすることは、カードを使って新たなサ

ービスを使えるようにする際に、中継ＤＢに新たなサービスについてのデータ

ベースへのリンクを持たせることでその機能を拡張することが可能であり、Ｉ

Ｃチップ内に新たなアプリケーションを書き込む必要はないことから、将来的

なカードの用途拡大に対応しやすい仕組みと言うことができる。 
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第４章 年金記録等の情報閲覧の方法 

  本章では、第３章で述べた今回仮定した仕組みに基づき、社会保障カード（仮

称）の主要な機能の１つであるオンラインによる年金記録等の情報閲覧3の具体的

な仕組みについて、セキュリティの確保や利用者の利便性を考慮しながら述べる。 

  なお、情報閲覧の仕組みを実現するためには、情報を提供する各保険者の環境

整備（閲覧用データベースの整備、情報の標準化・可視化等）が必要となる。 

 

（１）情報閲覧に関するセキュリティ上の要件と対策 

社会保障に関する情報はプライバシー性の高いものが多く、特に、年金記録や

特定健診情報等は、保険証に記載されている保険資格情報と比べて特に機微な情

報であることから、自宅などからオンラインでこれらの情報を閲覧することがで

きるようにするためには、セキュリティ確保のための措置を講じるとともに、オ

ンライン上で厳格な本人確認を行うことが必要不可欠である。 

オンライン上での厳格な本人確認の仕組みとしては、既存の仕組みを最大限に

活用し、費用対効果に優れた仕組みとする観点から、現在、電子申請において安

全性と信頼性が確保された方法として認められている公的個人認証サービスの電

子証明書を用いる方法等を検討する必要がある。 

また、その他セキュリティ確保のための要件と対策としては、以下のものが考

えられる。 

【セキュリティ上の要件と対策】 

① 正しいカードが、正しい所有者によって利用されていることの確認 

 端末や中継ＤＢ等のシステムが、カードの正当性の確認を行う等の措

置をとるとともに、本人確認の観点からは、カードの所有者に、暗証番

号（PIN）の入力等を求めることが望ましい。 

② 改ざんなどがない状態で正しい情報が確認できること 

閲覧情報へのアクセス履歴を保存・確認することや、情報の登録・更

新を行う者の正当性を確認する等の措置をとる。 

③ 悪意のある者や不正な機器からの攻撃に耐えられること 

 カードが、端末や中継ＤＢ等のシステムの正当性を確認するととも

に、情報の暗号化やウイルス対策等を行うことが必要である。 

なお、これらの対策を講じた上で残るリスクや課題について、誰がどのように

対処するかということに関しては、費用対効果の観点も含め、今後、総合的に検

討を行う。 

                                                  
3 パソコン等の端末と社会保障カード（仮称）を使って、自宅などで、オンラインで保険者のデータ

ベースにアクセスし、自分の情報を端末の画面上に表示して確認すること及び当該情報を取得するこ

とをいう。 
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（２）社会保障ポータル（仮称）の活用 

年金保険者 医療保険者 介護保険者

利用者

社会保障ポータル（仮称）画面のイメージ

中継DB

＋PIN（暗証番号）

閲覧者本人であることを中継DBに受付させ、
保険者に取り次ぎさせる

何の情報を閲覧するかを画面上から選択

（年金記録の画面のイメージ）

閲覧資格の確認
開示の要求

閲覧資格の確認
本人情報の開示

http:// www.mylifeportal.....jp

政府からのお知らせ

ログアウト

Ｍｅｎｕ

ようこそ 社会保障ポータルへ

厚労 花子さん

厚生労働省

日本年金機構

○○健康保険組合

△△県

□□市

e-Gov

各種申請

年金記録

レセプト情報

特定健診結果

厚労 花子
さん

前回ログイン
２００８／０６／１１

リンク

□□市役所からのお知らせ

20xx年xx月x日より、
・・制度が実施されます
（○×省）

・・・の電子申請が可能
となりました
（○○省）

・ ○○給付金の申請ができます。

・ ××の申請をお忘れではないですか？

□□市だより

ボランティアを募集して
います
（○×課）

ICカードICカード

年金記録等の情報閲覧の仕組みのイメージ

５０平成１５年
４月１日

第１号被保険者国民年金４

３３平成７年
４月１日

平成４年
７月１日

株式会社△△△△厚生年金３

２６平成４年
６月１５日

平成２年
４月１日

○○○○株式会社厚生年金２

２２昭和６３年
２月１日

昭和６１年
４月１日

第３号被保険者国民年金１

月数喪失年月日取得年月日事業所名称加入制度番号

５０平成１５年
４月１日

第１号被保険者国民年金４

３３平成７年
４月１日

平成４年
７月１日

株式会社△△△△厚生年金３

２６平成４年
６月１５日

平成２年
４月１日

○○○○株式会社厚生年金２

２２昭和６３年
２月１日

昭和６１年
４月１日

第３号被保険者国民年金１

月数喪失年月日取得年月日事業所名称加入制度番号

１２３－４５６７
東京都○○市△△町１－１－１

健康 太郎 様

更新年月日
平成１９年６月３０日現在
の加入記録です。

性別 男性 生年月日 昭和９９年９月９日

基礎年金番号 ９９９９９９９９９９９

○○○－××××
△△県□□市△△町１－１－１

厚労 花子 様

更新年月日
平成□□年○月×日現在
の加入記録です。

性別 女性 生年月日 昭和○○年９月９日

基礎年金番号 ９９９９９９９９９９９

５０平成１５年
４月１日

第１号被保険者国民年金４

３３平成７年
４月１日

平成４年
７月１日

株式会社△△△△厚生年金３

２６平成４年
６月１５日

平成２年
４月１日

○○○○株式会社厚生年金２

２２昭和６３年
２月１日

昭和６１年
４月１日

第３号被保険者国民年金１

月数喪失年月日取得年月日事業所名称加入制度番号

５０平成１５年
４月１日

第１号被保険者国民年金４

３３平成７年
４月１日

平成４年
７月１日

株式会社△△△△厚生年金３

２６平成４年
６月１５日

平成２年
４月１日

○○○○株式会社厚生年金２

２２昭和６３年
２月１日

昭和６１年
４月１日

第３号被保険者国民年金１

月数喪失年月日取得年月日事業所名称加入制度番号

１２３－４５６７
東京都○○市△△町１－１－１

健康 太郎 様

更新年月日
平成１９年６月３０日現在
の加入記録です。

性別 男性 生年月日 昭和９９年９月９日

基礎年金番号 ９９９９９９９９９９９

○○○－××××
△△県□□市△△町１－１－１

厚労 花子 様

更新年月日
平成□□年○月×日現在
の加入記録です。

性別 女性 生年月日 昭和○○年９月９日

基礎年金番号 ９９９９９９９９９９９

 

利用者がオンラインで年金記録等の情報閲覧を行う際、年金・医療・介護等閲

覧を希望する情報の種類によって、異なる保険者のデータベースにアクセスする

ことは不便であるとともに、保険者のデータベースに直接アクセスすることは、

たとえそれが閲覧用のデータベースであっても、セキュリティ上の脅威を増大さ

せる可能性がある。また、各保険者のデータベースそれぞれにセキュリティ対策

を施すことが必要となり、システムコストが増大する可能性がある。 

このため、利用者と各保険者のデータベースの間に、例えば、中継ＤＢの機能

を利用することで利用者の閲覧要求を中継する機能を持つ仕組み（ここでは、差

し当たり、「社会保障ポータル（仮称）」とする。）を置く方法が考えられる。 

このような社会保障ポータル（仮称）が、利用者の閲覧要求を中継することに

より、セキュリティ上の不安が小さくなるとともに、利用者にとっても、ワンス

トップで様々な情報にアクセスできるようになるため、利便性の向上が図れる。 

さらに、社会保障ポータル（仮称）を通じて、保険者が利用者に対し個々の状

況に応じた情報提供を行うなど、利用者に対するきめ細かなサービスも可能とな

る。 

ただし、提供される情報の具体的な内容については、利用者の利便性や提供さ

れる情報の機密性を考慮しつつ、今後検討を行う必要がある。 

なお、レセプトの開示については、現行制度の下では非開示となるレセプトも

ある4ことから、具体的な開示の仕組みについては、今後検討を行う必要がある。

                                                  
4 保険者が、医療機関等の意見を踏まえ、レセプトを開示することによって、個人情報の保護に関す
る法律（平成 15年法律第 57号）第 25条第１項第１号に規定する「本人の生命、身体、財産その他
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第５章 医療保険事務等の効率化 

  本章では、第３章で述べた今回仮定した仕組みに基づき、オンラインによる医

療保険資格の確認5、医療保険資格情報のレセプトへの自動転記、保険者間の情報

連携の強化等に関して、その具体的な仕組みについて述べることとする。 

  なお、本章の記述は、全ての利用者がＩＣカードを保有しており、かつ、医療

機関等においてもＩＣカードに対応した環境が整備されていることを前提にして

いる。ＩＣカードが利用できない状況下等における対応については第６章で述べ

る。 

 

（１）オンラインによる医療保険資格の確認方法 

 

オンラインによる医療保険資格の確認方法のイメージ

○○医院
中継データベース

医療保険者A

医療保険者B

医療保険者C
・
・

各保険者等（※）の
資格情報データベース

①社会保障カード
（仮称）を提示

③医療機関から中継データ
ベースにオンラインで
アクセスし、資格を確認

②医療機関は、
提示された社会
保障カード（仮称）
をカード読取機に
セット

中継データベースが持つ情報の
イメージ

・ 本人識別情報
・ 各制度の被保険者記号番号
（・ 公費負担者番号 ） 等

④資格内容を
問い合わせ

※複数の保険者が共同
して資格情報ＤＢを運営
する場合もあり得る。

⑤
資格情報を
画面に表示

・中継データベースは被保険者の資格・給付
情報等を保有せず、各保険者は、本人を
特定する鍵となる情報や他の保険者が管理
する被保険者記号番号を保有しないと想定

・被保険者は自分の資格情報へのアクセス
履歴を自分で確認できるものとする

ICカード

 

 

                                                                                                                                                         
の権利利益を害するおそれ」があると判断した場合（例えば、不治の病であることを本人が知ること

により、本人の精神的・身体的状況を悪化させるおそれがあるような場合）には、当該レセプトが非

開示となることがある。 
5 社会保障カード（仮称）を用いて、医療機関の端末から保険者のデータベースが保有する医療保険

資格情報にオンラインでアクセスし、医療機関の端末画面上に当該情報を表示させ、医療機関の職員

が確認する行為を言う。 
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（医療保険資格の確認に関するセキュリティ上の要件と対策） 

医療機関が、オンラインにより、現在保険証に記載されている医療保険資格情

報の確認を行うことを可能とするに当たっては、セキュリティの確保が必要であ

り、医療機関における職員による確認が行えることなどを除けば、「①正しいカー

ドが、正しい所有者によって利用されていることの確認」、「②改ざんなどがない

状態で正しい情報が確認できること」、「③悪意のある者や不正な機器からの攻撃

に耐えられること」等、その基本的な要件と対策としては、第４章で挙げたもの

が当てはまる6。 

  ただし、「①正しいカードが、正しい所有者によって利用されていることの確認」

について、成りすまし受診防止の観点から、医療機関の窓口で、本人確認のため

の暗証番号（ＰＩＮ）の入力を求めることが望ましいと考えられるが、利用者本

人に意識がない場合や医療機関の窓口業務への支障を考慮すると、現在、医療機

関で実施されている本人確認以上の措置は困難であると考えられる。 

  暗証番号（ＰＩＮ）の入力を求めない場合には、医療機関の職員が正当な権限

を持っていることの確認を行うことや医療機関におけるカード読み取り端末の認

証を行う等の措置を検討する必要があり、また、医療機関において必要とされる

情報以外の情報が見られないような仕組みとする必要がある。 

また、セキュリティに関する課題の他に、保険資格の取得届が提出されてから、

その内容が保険者のデータベース等に入力されるまでの期間については、データ

ベース上の資格と実際の資格とが一致しない場合が生じるなど、ＩＣカードを導

入したことにより新たに発生する運用面での課題や留意点もあることから、これ

らについて、今後更に検討を行う必要がある。 

 

（２）医療保険資格情報のレセプトへの自動転記について 

医療保険機関の窓口は、利用者のカードを用いて、医療保険資格の確認を行う

が、その際、レセプトに医療保険資格情報を自動転記することで、保険資格情報

の転記ミス等を防ぐことができる。 

医療保険資格情報のレセプトへの自動転記の具体的な仕組みについては、以下

の要件を満たすものとすることが考えられる。 

① レセプトに自動転記される情報は、診療報酬の請求に必要な最低限の情報と

する。 

② 医療機関の窓口は、受診の都度、カードを用いて、保険資格の確認を行うが、

これと同様に、レセプトへ自動転記される情報の取得についても、受診のたび

に行うこととすると、中継ＤＢ等のシステムに大きな負荷がかかることから、

                                                  
6 なお、ここでは、プライバシー保護の観点から、カードのＩＣチップ内に本人識別情報を収録する
ことによって、当該情報を視覚的に隠すことを前提としており、医療機関の職員が、利用者の本人識

別情報をカードから読み取り、直接、端末に入力すること等により、保険資格の確認を行うことは想

定していない。 
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これについては、原則、「初診時」及び「再診時において、前回診療時から情報

に変更があった場合」にのみ行うものとする（再診時には、中継ＤＢを経由し

て保険者の資格情報データベースに問い合わせることにより、前回診療時から

の情報の変更の有無を確認し、変更が無かった場合は、情報の取得は行わず、

医療機関の端末画面上で保険資格確認のみを行うものとする。）。 

 

なお、この仕組みが機能するためには、導入により医療機関の窓口業務に混乱

が生じないようにする7とともに、レセプトに自動転記される情報のフォーマット

等に関するルール設定等を行う必要があることから、これらの点について、今後

検討を行う。 

また、オンラインによる医療保険資格の確認と医療保険資格情報のレセプトへ

の自動転記を実現するためには、保険者、医療機関等のシステムの整備・改修や

安全なネットワークの構築等のために費用がかかるなどの課題が存在することか

ら、これらの点についても、今後検討を行う必要がある。 

 

（３）年金、介護保険の資格確認 

社会保険事務所での年金に関する資格確認、介護保険サービスを受ける場合

の資格確認についても、医療保険と同様の又はそれに準じた仕組みで行うこと

が考えられるが、これらについては、関係者の意見を聞きつつ、今後更に検討

を行う。 

 

                                                  
7 医療機関においては、特に、月曜日の午前中に外来患者が集中する傾向があるが、混雑した場合で
あっても、事務等に大きな混乱が生じることのないようにする必要がある。 
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（４）保険者間の情報連携 

高額介護合算療養費や出産育児一時金の給付のように、制度や保険者をまた

がった調整が必要な事務については、各保険者が、被保険者に対し、他の制度

における給付内容等に関する添付書類の提出を求めたり、氏名等の情報をもと

に他の保険者等に電話で問い合わせを行ったりする必要があるなど、被保険者

にも、保険者にも負担が生じる。 

また、これらの給付は、被保険者からの申請に基づいて行われるため、手続

漏れにより、本来受けられるはずの給付が受けられないといった事例や、転居・

転職等に伴い必要となる保険資格の取得手続を忘れていたことで、本来納付す

べきはずの保険料が納付されないといった事例が発生している。 

こうした課題を解決するため、中継ＤＢを使った保険者間の情報連携の仕組

みついて検討を行った。そのイメージは、下図のとおりである。 

なお、保険者間の情報連携の仕組みについては、適正な情報連携に限定する

ため、アクセス履歴を残し、本人が自分で確認できるものとするなど、プライ

バシー侵害・情報の一元管理に対する不安が極力解消されるようにするととも

に、このような仕組みを実現するに当たっての課題にも留意しつつ、運用面で

の対応や制度的な対応を行うことを含め、今後、更に検討を行う必要がある。 

 

 

保険者間の情報連携の仕組みの例

・ 本人識別情報
・ 介護保険被保険者番号
・ 医療保険被保険者番号
・ 基礎年金番号

・ 介護保険被保険者番号
・ 資格情報
・ 給付情報

・ 医療保険被保険者番号
・ 資格情報
・ 給付情報

B医療保険者

A介護保険者は
介護保険被保険者番号
を中継DBに送信

中継DBは介護保険被保険者番号を基に、
当該被保険者が
1. B医療保険者に属していることを確認し、
2. その医療保険の被保険者番号を抽出
3. 医療保険被保険者番号を暗号化し、電子
署名

③を転送することに

よりB医療保険者に

当該者の情報を照会

当該者に関する情報を
A介護保険者に回答

①

③

④

⑥

中継DB

②

1. B医療保険者に属していること
2. 暗号化した医療保険の被保険者番号
を送信

医療保険被保険者番号
港いろは１２３４

☆２●Q▲ｍ９

暗号化

A介護保険者

暗号化された医療保険被
保険者番号を復号、署名
検証できることにより

1. 中継DBからの正当な
問い合わせであること

を確認し、医療保険被保険者
番号を基に、
2. 当該被保険者の資格
情報・給付情報

を抽出

☆２●Q▲ｍ９

医療保険被保険者番号
港いろは１２３４

復号

☆２●Q▲ｍ９

医療保険被保険者番号
港いろは１２３４

復号

⑤

・不正な情報連携を抑止する
ため、アクセス履歴を残し、
本人が自分で確認できるも
のとする。
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第６章 ＩＣカードが使用できない場合の対応 

第４章・第５章においては、すべての利用者がＩＣカードを保有し、かつ、医

療機関等にもＩＣカードに対応した環境が整備されていることを前提としていた

が、実際には、カード導入後の「現行の被保険者証等からの移行期間」や「訪問

看護・往診の場合等カードが使用できない状況」、「停電、ネットワークのトラブ

ル、カードの破損等により一時的にＩＣカードの機能が使用できない状況」が存

在する。 

本章では、第３章で述べた今回仮定した仕組みに基づいた場合に、上記で述べ

たようなＩＣカードを利用できない期間・状況においても、できるだけ円滑な運

用が可能となることを目標に検討を行った。 

 

（１）オンラインによる医療保険資格の確認・レセプトへの自動転記について 

医療機関においては、ＩＣカードの機能が使用できない場合等であっても、

何らかの形で保険資格の確認とレセプトの作成を行わなければならず、少なく

とも、現行の健康保険証と同等の運用が継続できるようにすることが必要であ

る。 

これらのことを考えると、例えば、以下の①及び②の場合には、下記のいず

れか（又はその組み合わせ）での対応が考えられる。 

 

① ＩＣカードの故障、破損等によりＩＣチップ内の情報の読み取りができな

い場合 

・ 医療保険の資格情報を記載した別紙を交付しておく。 

・ カード券面（裏面を含む。以下同じ。）に、資格確認やレセプト請求が可

能な情報を記載しておく。 

② ＩＣカードに対応した環境が整備されていない場合（又は、読み取り端末

の故障やネットワークやシステムが停止した場合） 

・ 医療保険の資格情報を記載した別紙を交付しておく。 

・ カード券面に、資格確認やレセプト請求が可能な情報を記載しておく。 

・ 携帯電話等の携帯端末でＩＣカードを読み取り、資格確認を行う。 

 

以上のことから、移行期間やＩＣカードの機能が使用できない状況において

も、現行の被保険者証と同等の運用を継続するためには、保険資格情報を記載

した別紙を交付することや、カード券面に、資格確認やレセプト請求が可能な

情報を記載しておくといった措置が必要となる。 

   これらの措置については、別紙を交付することは交付主体の事務が増えると

ともに、利用者はＩＣカードと別紙の両方を携帯しなければならない場合もあ

り、利便性を損なうといった面がある。また、カード券面にレセプト請求等が
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可能な情報（制度共通の統一的な番号等の本人識別情報）を記載する場合には、

制度・本人の意図しないところで名寄せに使われるなどのリスクが高まること

になる。 

以上の点も含め、「現行の被保険者証等からの移行期間」や「訪問看護、往診

の場合等ＩＣカードが利用できない状況での運用」、「停電等のトラブル発生時

の運用」について、それぞれの相違点にも留意しつつ、制度的な対応、技術開

発による代替手段の確立（携帯電話等の携帯端末の活用）も含めて、具体的な

対応策を今後更に検討する必要がある。 

 

（２）年金記録等の情報閲覧について 

年金記録等の情報閲覧については、オンラインによる医療保険資格の確認や

レセプトの自動転記と異なり、一時的にＩＣカードが使用できない状況等にお

いて、何としてもその場で行う必要があるとは考えにくい。 

したがって、例えば、ネットワーク環境が回復するのを待ってから行う、社

会保険事務所等に設置する情報端末から情報を閲覧する等の方法で対処が可能

であると考えられる。 
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第７章 カードの発行・交付方法等 

（１）カードの発行・交付方法検討に当たっての考慮要素 

  これまで述べてきた社会保障カード（仮称）の仕組みは、カードが確実に本

人に交付されたという信頼が存在することが前提となる。 

具体的なカードの交付方法を検討するに当たっては、 
① 交付対象者が市町村や保険者の窓口に行く必要があるかどうかといった

「交付対象者の利便性」 
② カード交付までに必要となる手続やそれに必要となる時間といった「交

付者の事務負担」 
③ どの程度確実に本人同定ができるかといった「技術的な実現可能性」 

などを踏まえる必要がある。 
その際、交付対象者が窓口に行く必要があるかどうかやカードの交付を郵送

で行うことができるかについては、社会保障カード（仮称）の機能に鑑み、カ

ード交付時にどの程度厳格な本人確認を必要とするか等を検討する必要があり、

厳格な本人確認による信頼性確保と交付対象者の利便性等とは、一方を重視す

れば一方は不十分になる関係にあることに留意する必要がある。 
 
（２）検討に当たっての仮定 

  現在の年金手帳8、健康保険証、介護保険証は年金・医療・介護の各制度の保

険者から発行・交付されているが、これらの保険者は、制度により、国、市町

村、健康保険組合等と異なっている9ことから、１枚でこれらの保険証等の役割

を果たす社会保障カード（仮称）の発行・交付方法について検討するに当たり、

カードの発行主体、交付主体について以下のような仮定を置いて検討を行った。 
  なお、これらの検討に当たっての仮定については、地方自治体や関係省庁の

了解を得たものではない。 

① カードの発行主体については、社会保障カード（仮称）が年金手帳、健康

保険証、介護保険証といった複数制度にまたがる機能を持つことから、年金

制度、医療保険制度における調整に関すること等を行うとされている厚生労

働大臣であると仮定。 

② カードの交付主体については、 
・住民基本台帳カード・公的個人認証サービスの発行の仕組み、基盤、運用

の実績を有していること 
・国民から見てもっとも身近な行政主体であり、一般的に利便性が高いこと 
等を踏まえ、市町村と仮定。 

                                                  
8 初めて加入した年金制度が共済年金制度の場合、年金手帳は交付されず、基礎年金番号通知書が交
付されている。 
9 年金については国や共済組合が、医療保険については国、健康保険組合、市町村、共済組合、国民
健康保険組合、広域連合等が、介護保険については市町村等が保険者となっている。 
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（３）出生時の発行・交付方法（出生時フロー） 

 カードの発行・交付方法を検討する際には、発行されたカードが広く利用さ

れるものとなることも重要であり、そのような観点も含め、出生後初めてカー

ドを交付する場合（出生時フロー）として、「健康保険証として利用できるカー

ドを発行する案」と「先にカードを発行して後から健康保険証として利用でき

るようにする案」について検討を行うとともに、それぞれにつき、利用者の利

便性向上の観点等から、被用者保険の場合に医療保険の被扶養者届を市町村で

受け付ける案について検討を行った（出生時については、一定年齢以下の者は

扶養者や世帯主のカードでサービスを利用することとする案も考えられる）。 

 
 
（４）既発行保険証からの切替え、住所変更時の手続等 

  これらに加えて、社会保障カード（仮称）導入時においてすでに発行され

ている保険証等を切り替える場合の方法、発行されたカードにつき、転居、

氏名変更、保険者異動、カード紛失・更新等の際の手続をどのようにして行

うか等についても検討を行った。 
 

 

 健康保険証として利用できるカ
ードを発行する案 

先にカードを発行して後から健

康保険証として利用できるよう

にする案 

市町村に被扶養者届を提出する案 

 （出生時フロー） 

医療保険者に被扶養者届を提出する案 

市町村に被扶養者届を提出する案 

医療保険者に被扶養者届を提出する案 

・既発行保険証等からの切替え方法
医療保険者で手続きして市町村で交付する案 

市町村で手続きして市町村で交付する案  

・年金手帳としての機能の追加方法
20歳未満で就職した場合 
未就職で20歳に到達した場合  

・保険者異動時等の手続・カード使用方法

住所変更 

氏名変更 

医療保険者変更  

介護保険者変更  

・カード紛失時、破損時の対応方法 

・カードの更新方法  

 （その他の検討項目） 
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（５）今後の検討方針 

  上記のカードの発行・交付方法等10については、 
・そもそも被扶養者届を市町村で受け付けることができるかどうか 
・関係者間でどのように交付対象者の情報をやりとりし本人を同定するか 
といった課題もあることから、上記で述べた交付対象者から見た利便性や交付

に係る事務負担といった観点から、今後さらに市町村等の関係者の意見を踏ま

えつつ、精査していくこととする。 
   その際には、出生時からカードを交付する必要があるのかどうかについても

議論があったことに留意する必要がある。 
 
 

                                                  
10 今回、発行・交付方法の検討に当たっては、仮に、カード発行時に併せて、交付対象者からの申
請に基づき、オンライン認証の用途を持たせた公的な個人認証サービスの電子証明書の発行を受ける

場合として資料を作成したが、カード交付後に必要に応じ、電子証明書の発行を申請する場合や、そ

もそも電子証明書を用いない場合も可能である。 
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第８章 関連しうる他の仕組み等の活用のための課題 

費用対効果を高めるといった観点からは、社会保障カード（仮称）で必要とす

るＩＣチップを含む媒体や認証基盤、医療機関等におけるネットワーク基盤等に

つき、関連しうる他の仕組み等を可能な限り活用することで、社会保障カード（仮

称）のためだけに新たな投資を行うことを極力避けることが重要である。 
 
（１）既存のＩＣカード・ＩＣチップを含む媒体の利用 

 ①住民基本台帳カード 

現在市町村から交付されている住民基本台帳カード（住基カード）の利用に

ついては、既存のＩＣカードや市町村が有するカードの発行基盤を利用するこ

とで費用対効果に優れた仕組みとすることが可能であり、さらに、社会保障カ

ード（仮称）の仕組みで利用する本人識別情報を格納する器として既発行の住

基カードを活用できる場合には、新たなカードの発行を不要とすることができ

ると考えられる。 

平成２０年６月１１日にＩＴ戦略本部でとりまとめられた「ＩＴ政策ロード

マップ」においては、「住民基本台帳カードの普及にあたっては、社会保障カ

ード（仮称）の議論と一体的に検討を進める」とされているところであり、今

後更に検討を進めていく必要がある。 

その際には、現在の仕組みを前提とすると、 

・ 市町村をまたがる住所変更の際には住基カードの再発行が必要となるこ

と 

・ 住基カードは希望者に交付することになっていること 

・ 現在の住基カードは自治事務として市町村長が発行責任者となっている

こと 

  等に留意する必要がある。 

 
②その他のＩＣカード 

金融機関により発行されたカード等の既に民間で発行されているＩＣカード

を媒体として利用できるかについては、技術的に可能と考えられるものの、 

・ 媒体の提供主体ごとに媒体管理のシステムが異なり、サービスの相互運

用性が確保されていない。 

・ 一般的に民間カードにおいては、カード発行者がカード所有者となって

おり、利用者の状況によっては、カード発行者がカードを回収する等の場

合がある。この時、社会保障サービスを受けられなくなることが考えられ

る。 

等の問題点があり、今後、更に検討する必要がある。 
その他、外国人に対して発行することが検討されている在留カード（仮称）

等、他の分野におけるＩＣカード化の動向についても留意する必要がある。 
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③携帯電話 

携帯電話を媒体として利用できるかについては、技術的に可能と考えられる

ものの、 

・ 媒体の提供主体ごとに媒体管理のシステムが異なり、サービスの相互運

用性が確保されていない。 

・ 現在の手続を前提とした場合、媒体と本人との結びつきの厳格さに欠け

るおそれがある。（例：他人に成りすまして携帯電話を購入している場合） 

  等の問題点があり、今後、更に検討する必要がある。 

 
（２）認証基盤の活用 

①公的個人認証の活用 

  情報の閲覧等を行う際、ネットワーク上での厳格な本人確認を行うことによ

り成りすましなどを防ぐ必要がある。その具体的な仕組みとしては、現在、電

子申請において安全性と信頼性が確保された方法として認められている公的個

人認証サービスの電子証明書を用いる方法等を今後検討する必要がある。 
 
 ②ＨＰＫＩの活用 

   厚生労働省で構築している保健医療福祉分野の公開鍵基盤（ＨＰＫＩ：

Healthcare Public Key Infrastructure）11を資格確認等における医療関係者資

格を有することの確認に用いることを今後検討する必要がある。また、現在、

ＨＰＫＩは電子署名基盤であることから、認証用証明書の発行についても今後

検討する必要がある。 

 

（３）ネットワーク基盤としてのレセプトオンラインネットワークの活用 

  平成１８年４月から開始された、医療機関や薬局から審査支払機関へのレセプ

トの送付のオンライン化は、規模による段階的整備が今後進捗する予定である。 
  今後、医療機関等と審査支払機関とのネットワークが整備されていくことが見

込まれ、また、これらの動きを踏まえ、医療機関等のＩＴ基盤が整備されていく

ことが想定される。 
  医療機関等におけるオンライン資格確認を可能とするための環境整備について

は、新たな投資を極力避けるため、これらの基盤を活用することが有効と考えら

れる。 
 
（４）電子政府関連施策等との連携 

現在、内閣官房で検討が行われている電子私書箱（仮称）及びオンライン利用 
拡大策等の電子政府への取組みの動向や、社会保障分野の周辺で進捗する他の情 
報化政策にも注意を払いつつ検討を進める必要がある。 

                                                  
11 電子署名法にも適合した電子証明書を用いて、実在する自然人であることと同時に、医師・薬剤
師等医療に関する公的資格を有することを証明するため、保健医療福祉分野の公開鍵基盤として構築
した電子署名検証基盤 



住民基本台帳カード

△△市

2013年 8月31日まで有効

生年月日

氏 名

住 所

連 絡 先

昭和**年**月**日 性別 男

住基 太郎

○○県△△市◇◇町2丁目2番1号

△△市役所市民課 TEL:123-456-7890

写真

20mm
×

16mm

① 日常生活での本人確認に使える。
⇒写真付きのものは、公的な証明書として利用できる。

（金融機関窓口、携帯電話契約時における本人確認）

② 市町村における本人確認に使える。
⇒住民票の写しの交付や転入等の際の本人確認。

全国どこでも住民票の写しが交付できる。

転入転出手続きで窓口へ行くのは転入時１回だけ。

③ インターネットを使った電子申請での本人確認に

使える。
⇒電子申請に使われる電子証明書（公的個人認証サー

ビス）の格納媒体になる。 (例） e-Taxでの確定申告

④ 市町村内でワンカード化。
⇒証明書等自動交付、印鑑登録証、図書館カード等に

利用できる。

（ＩＣチップ部分のイメージ）

希望者に住民基本台帳
カード（ＩＣカード）を交付
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住民基本台帳カード

参考資料１
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住民基本台帳カード

△△市

20○○年○月○日まで有効

生年月日

氏 名

住 所

連 絡 先

昭和**年**月**日 性別 男

住基 太郎

○○県△△市◇◇町2丁目2番1号

△△市役所市民課 TEL:123-456-7890

写真
20mm
×

16mm

住民基本台帳カード

△△市

20○○年○月○日まで有効

氏 名

連 絡 先

住基 太郎

△△市役所市民課 TEL: 123-456-7890

様
式

Ａ

様
式

Ｂ

① 基本利用領域

Ⅰ 券面記載事項

（Ａ） 氏名、住基カードである旨、交付地市町村名、有効期限

（Ｂ）生年月日、性別、住所、写真 （→身分証明書）

・住民票コード
・相互認証情報
・暗証番号

Ⅱ ＩＣチップへの記録事項

② 公的個人認証領域
・電子署名用の秘密鍵
・電子証明書
・パスワード

③ 独自利用領域

・利用者番号（≠住民票コード）など

※ 券面に住民票コードは記載されません。

希望者はさらに

住民基本台帳カードの記載事項等



住民基本台帳カードの交付の流れ

① カード交付申請

② 申請内容の審査・
システムへの登録

④ 暗証番号設定・
カード有効化

本人確認

＜凡例＞ 住民と職員が窓口で行う作業

職員が行う作業

③ カード券面印刷・
ICチップへのデータ書込

⑤ カード交付

＜主な作業項目＞ ＜主な作業内容＞

・住民から住民基本台帳カード交付申請
・本人確認（運転免許証など写真付きの官公署発行の免許証等で確認。これらがない場合は
住民基本台帳カードを申請した住民の住所に照会書を送付し、後日、住民がその回答書及び
本人確認書類（市町村の交付する敬老手帳など。写真なしで可）を持参することにより確認。）

・申請内容のチェック
・二重交付に該当しないかのチェック
・申請内容をシステムに登録

・住民基本台帳カード表面に氏名、有効期限等を印刷。身分証明書とする場合は、更に、住所、
生年月日、性別、写真を印刷。
・カードＩＣチップ内に住民票コード、相互認証情報等を記録。

・住民が住民基本台帳カードに暗証番号を設定。
・暗証番号の設定によりカード利用が可能になる。

住民基本台帳カードの交付の流れ

本人確認
（即日交付で
ない場合）

・即日交付でない場合、住民基本台帳カードを申請した住民の住所に照会書を送付し、
窓口で住民の持参した回答書及び本人確認書類により本人確認。



公的個人認証サービス公的個人認証サービスの概要の概要

・行政機関等
（国・地方公共団体の機関等）

・民間認証事業者

電子証明書の有効性を
確認できる者

電子証明書
発行申請 電子申請

住民基本台帳

ネットワーク

システム

住 民

市町村長 （本人
確認機関）

都道府県単位認証局

市町村窓口市町村窓口市町村窓口

電子証明書交付

市町村窓口

指定認証機関
（証明書発行・失効情報管理機関）

市町村長（本人確認機関）

失
効
リ
ス
ト

市町村窓口

異動等情報
の提供

市町村窓口に設置さ
れている端末へ基本
４情報を提供

電子証明書の有効性を照会

住民基本台帳カードに電
子証明書を記録

都道府県知事
（サービスの運営主体）

○○市

2013 年 8 月 31 日まで有効

生年月日
氏 名

住 所

昭和 ○○ 年 ○月 ○○ 日 性別 女
住基 花子

○○県○○市 ○○町○丁目○番○号

写真
20 mm

× 16 mm

住民基本台帳カード

○ 成りすまし、改ざん、送信否認などのデジタル社会の課題を解決しつつ、電子政府・電子
自治体を実現するためには、確かな本人確認ができる個人認証サービスを全国どこに住んで
いる人に対しても安い費用で提供することが必要。

→ 平成１６年１月２９日、公的個人認証サービスの提供を開始。
（電子証明書の有効期間３年間、発行手数料５００円）

電子証明書の有効性を回答

委任

※基本4情報：氏名、住所、性別及び生年月日。

公的個人認証サービスでは本人性の確認に
基本4情報を使用している。

発行申請
を通知

電子証明書
を発行

参考資料２



公的個人認証サービス公的個人認証サービスの特長の特長

１．厳格な本人確認
・本人確認に基本４情報（氏名、住所、性別及び生年月日）を使用。
・住民基本台帳ネットワークと連動して、毎日、失効情報を更新することにより、厳格な本人性の
確認を実現。

１．厳格な本人確認
・本人確認に基本４情報（氏名、住所、性別及び生年月日）を使用。
・住民基本台帳ネットワークと連動して、毎日、失効情報を更新することにより、厳格な本人性の
確認を実現。

２．電子証明書の用途
・主な用途は、国税の電子申告・納税システム（e-Tax）、自動車のワンストップサービス、

不動産の登記等
・法律の規定により、電子証明書の有効性を確認できる者（署名検証者）を現在は行政機関等、
民間認証事業者に限定。

２．電子証明書の用途
・主な用途は、国税の電子申告・納税システム（e-Tax）、自動車のワンストップサービス、

不動産の登記等
・法律の規定により、電子証明書の有効性を確認できる者（署名検証者）を現在は行政機関等、
民間認証事業者に限定。

３．サービス利用に必要な費用
（電子申請を行う住民）
・電子証明書の発行を申請する際に手数料（500円）を市町村窓口に支払う。

・自宅のパソコン等で電子申請を行うには、ＩＣカードリーダライタを別途、準備する必要。

（失効情報の提供を受ける署名検証者）
・情報提供手数料を指定認証機関に支払う。

３．サービス利用に必要な費用
（電子申請を行う住民）
・電子証明書の発行を申請する際に手数料（500円）を市町村窓口に支払う。

・自宅のパソコン等で電子申請を行うには、ＩＣカードリーダライタを別途、準備する必要。

（失効情報の提供を受ける署名検証者）
・情報提供手数料を指定認証機関に支払う。

４．電子証明書の格納媒体
・電子証明書は、一定のセキュリティを満たすＩＣカードに格納可能。
・現在使用されている格納媒体は、住民基本台帳カードのみ。

４．電子証明書の格納媒体
・電子証明書は、一定のセキュリティを満たすＩＣカードに格納可能。
・現在使用されている格納媒体は、住民基本台帳カードのみ。

６．電子証明書の発行状況
平成２０年７月末現在で、約７３．７万枚。

６．電子証明書の発行状況
平成２０年７月末現在で、約７３．７万枚。

５．二重発行の禁止
電子証明書の二重発行を禁止している（法第６条）。

５．二重発行の禁止
電子証明書の二重発行を禁止している（法第６条）。



◆「成りすまし」の防止により厳格な本人確認が可能

◆「改ざん」「送信否認」防止による高セキュリティ情報の取扱いに最適

セキュリティ面

◆公的主体（地方公共団体が自ら運営）による認証基盤として3年
間の安定運用実績

◆既存の基盤・法制度（公的個人認証法）の利活用による迅速なス

タート

◆既存設備等（センタ、全国の市区町村窓口）が利用可能

運用面

個人情報資産を預かるシステムの認証基盤として、公的個人認証には以下のメリットがある。

公的個人認証を活用するメリット公的個人認証を活用するメリット



HPKI（Healthcare Public Key Infrastructure）とは

• 電子証明書のhcRoleに保健医

療福祉分野の国家資格を格納し

ている。

• 電子署名を付与することで、個人

の証明と国家資格保有の証明が

同時にできる。

• つまり、保健医療福祉分野にお

ける資格を証明することが可能

な公開鍵基盤。

HPKIHPKIでターゲットされる国家資格でターゲットされる国家資格

介護支援専門員

衛生検査技師

柔道整復師

義肢装具士

歯科衛生士

あん摩マッサージ指圧師/
はり師/きゅう師

臨床工学技師

精神保健福祉士

救急救命士

介護福祉士

社会福祉士

管理栄養士

その他の保健医療福祉機関の管理責任者

管理薬剤師

診療所院長

病院長

資格名（医療機関の管理責任者）

歯科技工士

言語聴覚士

視能訓練士

作業療法士

理学療法士

助産師

保健師

看護師

診療放射線技師

臨床検査技師

薬剤師

歯科医師

医師

資格名（国家資格、25資格）

参考資料３



HPKIの特徴

電子証明書の中に電子証明書の中に『『保健医療福祉分野の国家資格保健医療福祉分野の国家資格』』とと『『医療機関等の管理者の資格医療機関等の管理者の資格』』の情の情

報を格納するように規定報を格納するように規定

電子証明書自体に保健医療福祉分野で必要な資格を埋め込み、証明書だけで資格を証明電子証明書自体に保健医療福祉分野で必要な資格を埋め込み、証明書だけで資格を証明

【【通常の電子証明書通常の電子証明書】】

・・・・・

性別

年齢

住所

氏名

・・・・・

hcRole
保健医療福祉分野国家資格

管理者の資格

性別

年齢

住所

氏名

【【証明書ポリシで定めた電子証明書証明書ポリシで定めた電子証明書】】

電子証明書から読み取れる情報電子証明書から読み取れる情報

医師等の国家資格情報を医師等の国家資格情報を
格納格納



HPKIで実現できること

共通の証明書ポリシ共通の証明書ポリシ

CP適合認証局
2

医師等医師等患者・国民患者・国民

医師等医師等

電子署名付き電子署名付き
診療情報提供書等診療情報提供書等

電子署名付き電子署名付き
交付書類等交付書類等

電子署名を中心とした病診・診々連携、患者との連携の例電子署名を中心とした病診・診々連携、患者との連携の例

異なる認証局を通じて
も、電子署名が正しい
か確認できる

電子署名が正しいか
確認できる

共通の証明書ポリシに適合した認証局から発行された電子証明書による電子署名で

あれば、違う認証局から発行された電子証明書による電子署名でも正しいと確認する

ことが可能に

電子証明書
を発行

hcRolehcRoleの情報で、保の情報で、保

健医療福祉分野の資健医療福祉分野の資
格保持者であることも格保持者であることも

確認できる確認できる

CP適合認証局
1



１．平成１８年４月から、これまでの紙又は電子媒体に加えて、オンラインによる請求も可能

２．

① 平成２０年４月からは、段階的にオンライン請求に限定

・ 病 院 ： 規模、コンピュータの機能・導入状況により、２０年度から（４００床以上）、

２１年度から（400床未満）等

・ 診療所 ： コンピュータの導入状況により、２２年度から（既に導入している診療所）、

それ以外は２３年度から

・ 薬 局 ： コンピュータの導入状況により、２１年度（既に導入している薬局）から、

それ以外は２３年度から

② 平成２３年４月からは、原則として全てのレセプトがオンライン化

レセプトのオンライン化

医療機関・薬局 審査支払機関 保険者

レセプト レセプト

≪これまでの取扱い≫

紙又は電子媒体

≪これまでの取扱い≫

紙のみ

平成１８年度に電子媒体やオンラインを追加

平成２３年度からはオンラインのみ

参考資料４



「電子私書箱（仮称）構想の実現に向けた基盤整備に関する検討会」について

池上 秀樹 健康保険組合連合会理事

大山 永昭 東京工業大学大学院理工学研究科教授

神谷 寿彦 ヤフー株式会社会員サービス事業部長

小松 文子 独立行政法人情報処理推進機構
情報セキュリティ分析ラボラトリー室長

新保 史生 筑波大学大学院
図書館情報メディア研究科准教授

須藤 修 東京大学大学院情報学環教授

寺本 振透 東京大学大学院法学政治学研究科教授

安田 浩 東京電機大学未来科学部
(座長)        情報メディア学科教授

山本 隆一 東京大学大学院情報学環准教授

※ オブザーバー：関係府省

検討会構成員（５０音順 敬称略）

特定の情報（特定健診結果、年金記録）
の閲覧・活用をユースケースとした
電子私書箱インタフェース（仮称）等に
関する基盤整備に関する検討を行う。

① 技術的要件に関する検討

② 制度的課題に関する検討

③ 社会保障情報以外の分野における電子私
書箱（仮称）利用に関する検討

④ その他電子私書箱（仮称）構想の実現に
向けた検討

２００８年度の検討範囲

参考資料５



①様々な本人確認手段を使って
個別にアクセスしなければならない。

社会保障サービス等の現状 サービス提供者の視点

社会保障サービス等はサービス提供者側の視点になっており、個人にとってまだまだ使いづら
い。

国・地方自治体

・電子行政

医療保険者等
・政管健保 ・健保組合
・広域連合

年金保険者
・厚生年金等

医療機関

定年退職
年金受給 引っ越し

転職

保険証 年金手帳 住基カード 診察券

個人

年 金 手 帳

社会保険庁

年 金 手 帳

社会保険庁

健康保険被保険者証

記号□□番号□ □ □ □ □ □ □
氏名 日本 太郎
生年月日 昭和XX年XX月XX日
資格取得年月日平成XX年XX月XX日
事業所所在地○○県○○市○○町1-2-3
事業所名称 ○○○○株式会社
保険者所在地 ○○県○○市○○町○○1-2-3
保険者番号・名称 ＸＸＸＸＸＸＸＸ ○○健康保険組合

交 付 平成XX年XX月XX日
有効期限 平成XX年XX月XX日 住民基本台帳カード

△△市
XXXX年XX月XX日まで有効
生年月日 昭和XX年X月X日
氏 名 日本 太郎
住 所 △△市○○区○1-2-3

○
○
県
○
○
市
○
○
町
３－

２－
３

ＸＸ－
ＸＸＸＸ－

ＸＸＸＸ

診
察
券

○
○
眼
科

○○県○○市○○町２－２－３
ＸＸ－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ

××診療所

○○病院
○○県○○市○○町１－２－３

ＸＸ－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ

③最新の情報が何なのか
すぐにわからない。自ら
チェックすることができ
ない。

②データの保管期限が
あり、過去の情報に
さかのぼれない。

XXXXXXXX
XXXXXXXX
XXXXXXXX
XXXXXXXX
XXXXXXXX
XXXXXXXX

次はどことどこへ
いくんだっけ？

？ ④情報を紙でもらっても、保管が大変。
紙だと情報の活用が難しい。

管理の問題

活用の問題

入手の問題

閲覧の問題



電子私書箱の概念と機能 利用者視点への転換

電子私書箱（仮称）構想の目標
様々なサービス提供者（国、地方自治体、保険者、医療機関等）が保有する国民の情報を、安心かつ容易に入
手・閲覧し、本人が入手・閲覧・管理・活用できる仕組みを実現。

↓
利用者の視点に立ち返り、これらのサービスについて新たな情報の入手・活用スキームを提示。

電子私書箱の主要な機能

年金の画面例

●情報の入手･閲覧
• 様々なサービス提供者で分散している個人の情

報を、本人の意向に基づき集約し、自分の情報
を入手・閲覧できる仕組み。

• 前頁①、③の問題を解決。

●情報の管理・活用
• 収集・蓄積した個人の情報を他のサービスに活

用する仕組み。
• 前頁②、④の課題を解決。

国・地方自治体
・電子行政

医療保険者等
・政管健保 ・健保組合 自
治体・広域連合 等

年金保険者
・厚生年金等

電子私書箱電子私書箱

民間サービス

医療機関
・病院 ・診療所

年金情報
・加入記録
・保険料納付額
・年金見込額

健康情報
・開示された
診療情報

・健診結果

保険情報
・レセプトデータ
・特定健診結果

国民

ACCOUNT
CARD

医療の画面例

電子私書箱で自分の情報を
一括して見ることができる！！

情報を見やすく整理！！
アドバイスが受けられる！！



平成２０年６月４日
次世代電子行政サービス基盤等検討プロジェクトチーム

次世代電子行政サービス次世代電子行政サービス
（（eeワンストップサービス）の実現に向けたワンストップサービス）の実現に向けた

グランドデザイングランドデザイン

概要概要

参考資料６



ⅠⅠ 次世代電子行政サービスとは次世代電子行政サービスとは

１．利用者視点でのサービス提供
情報提供を含む簡素で便利なワンストップサービスの
実現
縦割り行政を排除したサービス提供
申請主義から脱却したプッシュ型サービスの提供 etc.

２．行政事務の最適化の推進
サービスの付加価値の向上と効率化
全体最適を意識した業務プロセスへの変革
今まで実現できなかったサービスの実現 etc.

３．企業活動の活性化
行政サービスとのシームレスな連携による生産性向上
新たな民間サービス創設の環境作り etc.

４．国民と行政の信頼強化
行政サービス・情報・プロセスの見える化
個人情報へのアクセス履歴の本人からの閲覧 etc.

具体的な目標 サービス基盤のイメージ図

多くの利用が見込め、かつ国や地方、個人や企業が係わるイ
ベントである「引越」と「退職」のワンストップサービス実現を次
世代電子行政サービスの第一歩とする。

情報爆発時代において日本社会を知識創造の社会へ導き、
社会インフラの刷新を伴うイノベーションの連鎖を実現する新たなサービス

Vision

各種ネットワーク

民間企業民間企業

銀行 保険
ｅｔｃ.

健保組合

国国

省庁

都道府県都道府県

都道府県 省庁

市町村市町村

市町村

市町村

都道府県

民間の
業務サービス

（ＡＳＰ、ＳａａＳ）

民間の
業務サービス

（ＡＳＰ、ＳａａＳ）

民間の
業務サービス

（ＡＳＰ、ＳａａＳ）

民間の
業務サービス

（ＡＳＰ、ＳａａＳ）

民間の
業務サービス

（ＡＳＰ、ＳａａＳ）

民間の
業務サービス

（ＡＳＰ、ＳａａＳ）

民間の
業務サービス

（ＡＳＰ、ＳａａＳ）

民間の
業務サービス

（ＡＳＰ、ＳａａＳ）

民間の
業務サービス

（ＡＳＰ、ＳａａＳ）

各種ポータル
サイト

各種ポータル
サイト

各種ポータル
サイト

各種ポータル
サイト

各種ポータル
サイト

各種ポータル
サイト

各種ポータル
サイト

各種ポータル
サイト

各種ポータル
サイト

チャネルチャネル

パソコン 固定電話・携帯電話
ＫＩＯＳＫ
端末 ｅｔｃ.窓口

～ Menu ～

次世代電子行政サービス

電力会社 ガス会社 公共放送
データ

データ

データ

データ

データ

データ

利用者利用者 個人 事業者
・法人認証カード
・ＩＤ・パスワード等

・公的個人認証
・ＩＤ・パスワード
・社会保障カード（仮称）等

サービス
提供

サービス
提供

民間サービス連携民間サービス連携 行政サービス連携行政サービス連携

手続ワンストップサービス手続ワンストップサービス 情報提供サービス情報提供サービス

署名・認証署名・認証

手続－情報提供連携サービス手続－情報提供連携サービス

テレビ

電子私書箱
（仮称）

電子私書箱
（仮称）

電子私書箱
（仮称）

電子私書箱
（仮称）

電子私書箱
（仮称）

電子私書箱
（仮称）

電子私書箱
（仮称）

電子私書箱
（仮称）

電子私書箱
（仮称）



訪問：７機関
添付：１３書類

訪問：転入地市町村のみ
添付： なし

官民あわせて年間約１０００億円※のコスト削減効果の見込み

訪問：６機関
添付：１５書類

訪問：企業はなし、個人は公共職業安定所のみ

添付： なし

官民あわせて年間約１２００億円※のコスト削減効果の見込み

ライフイベント単位で手続をワンストップ化 → 利用者の利便性向上、行政の効率化

引越ワンストップのイメージ

ⅡⅡ ライフイベントに即したワンストップサービスライフイベントに即したワンストップサービス

効果（引越） 効果（退職）

退職ワンストップのイメージ

BPRによる効率化、添付書類の削減、一元的でわかりやすい情報提供などを推進

退職
ポータル

企業

健保・厚年資格喪失届

雇用保険資格喪失届
・・・離職証明書

・・・

退職所得の源泉徴収
票・特別徴収票

住民税納入申告

給与所得者異動届

・・・

・・・

企業

健保・厚年資格喪失届

雇用保険資格喪失届
・・・離職証明書 ・・・

退職所得の源泉徴収
票・特別徴収票

住民税納入申告

給与所得者異動届

現在 将来

事業所ごとに別々
の職安に来所

退職者の住所ごとに
別々の市町村に送付

ワンストップ
eLTAX

e-TAX

職安

健保組合

社保

市町村

銀行

職安

市町村

eLTAX

e-TAX

職安

健保組合

社保

職安

厚年基金等厚年基金等

※ 引越者側の効果が約９００億円、サービス提供者側の効果が約１００億円 ※ 企業・退職者側の効果が約９００億円、サービス提供者側の効果が約３００億円

・引越先住居の決定・引越先住居の決定
・保育園の決定・保育園の決定
・引越会社の決定・引越会社の決定 etcetc..

転
出
関
係
手
続

転
出
関
係
手
続

転
出
関
係
手
続

転
入
関
係
手
続

転
入
関
係
手
続

転
入
関
係
手
続

転出準備転出準備転出準備

・引越先住居の決定・引越先住居の決定
・保育園の決定・保育園の決定
・引越会社の決定・引越会社の決定 etcetc..

転
出
関
係
手
続

転
出
関
係
手
続

転
出
関
係
手
続

転
入
関
係
手
続

転
入
関
係
手
続

転
入
関
係
手
続

転出準備転出準備転出準備

国・地方・民間の包括サービス国・地方・民間の包括サービス

従従

来来

今今

回回

オンラインによる申請オンラインによる申請 ワンストップワンストップ

複数箇所・複数回訪問複数箇所・複数回訪問
添付文書の準備添付文書の準備

複数箇所・複数回訪問複数箇所・複数回訪問
添付文書の準備添付文書の準備自治体・国・その自治体・国・その

他関係団体他関係団体

訪庁、本人確認訪庁、本人確認
、、資料受渡資料受渡

電気・ガスなど電気・ガスなど



ⅢⅢ ワンストップサービスを実現する技術要素ワンストップサービスを実現する技術要素

１．窓口（ポータル）
行政機関（国、地方）の垣根を取り除いたサービス提供
APIを公開するなどにより、民間との連携を実現
手続や関連する情報の見える化を実現
窓口においてもワンストップサービスの享受 etc.

２．認証・署名
セキュリティレベルを考慮した上での、利便性の高いＩＤ・
パスワードを活用したサービスも実現
携帯電話の認証サービスの活用
シングル・サイン・オンによる認証の煩わしさの排除 etc.

３．バックオフィス連携
本人の同意を得ることを前提とした制度整備
疎結合による連携の実現（データの集中化はしない）
個人情報保護の観点から充分なセキュリティー確保
バックオフィス連携できない機関への配慮 etc.

４．標準化
最終的には１つの標準仕様で連携を実現
複数の標準化アプローチ（トップダウン、ボトムアップ）の採用
標準仕様対応が困難な機関への配慮 etc.

KIOSKKIOSK端末端末

パソコンパソコン

民間機関民間機関

２４時間３６５日２４時間３６５日

電子交付電子交付

申請申請

市町村市町村 雇用保険雇用保険
機関機関

運輸機関運輸機関

社会保険社会保険
機関機関教育機関教育機関

中央省庁中央省庁

電気・ガス・銀行・・・電気・ガス・銀行・・・

バックオフィスバックオフィス

ライフイベントライフイベント
－引越（個人）－引越（個人）
－退職（企業）－退職（企業）

・住民登録・住民登録
・国民健康保険・国民健康保険
・介護保険・介護保険 等等認

証
・署
名

認
証
・署
名

ワンストップポータルワンストップポータル

・・

・住民基本台帳カード・住民基本台帳カード

・社会保障カード（仮称）・社会保障カード（仮称）

行政機関行政機関

添付書類の廃止添付書類の廃止

申請申請

民間手続民間手続
・電気・ガス・電気・ガス

・健康保険組合・健康保険組合

・・

官民連携官民連携電
子
私
書
箱

（仮
称
）

電
子
私
書
箱

電
子
私
書
箱

（仮
称
）

（仮
称
）

手数料の電子納付手数料の電子納付

フロントオフィスフロントオフィス

行政情報の行政情報の

共同利用支援共同利用支援

センター（仮称）センター（仮称）

：申請データの流れ：申請データの流れ

：行政情報の流れ：行政情報の流れ

テレビテレビ
マイページマイページ

「マイ「マイ ｅＧｏｖ」ｅＧｏｖ」

※ 行政情報は各機関のデータベースに保有し、連携は疎結合により実現。

窓口窓口

電話・携帯電話電話・携帯電話



IV IV 次世代電子行政サービスの実現に向けて次世代電子行政サービスの実現に向けて

次世代電子行政サービスを実現するために「ｅワンストップ・イニシアティブ」を推進する。先行プロジェクト次世代電子行政サービスを実現するために「ｅワンストップ・イニシアティブ」を推進する。先行プロジェクト
として実証実験を中心に課題の検証を行うと共に、基本的な枠組みの構築を行い、知識創造の社会へ導くとして実証実験を中心に課題の検証を行うと共に、基本的な枠組みの構築を行い、知識創造の社会へ導く
次世代電子行政サービスの継続的な成長に向けた取組みを進める。次世代電子行政サービスの継続的な成長に向けた取組みを進める。

１．１．実証実験に向けた主な課題実証実験に向けた主な課題

２．２．次世代電子行政サービスの環境整備に向けた主な課題次世代電子行政サービスの環境整備に向けた主な課題

－－ ワンストップワンストップ化に向けた化に向けた法制の検討法制の検討

－－ 総合的・一体的な取組みの推進体制の整備総合的・一体的な取組みの推進体制の整備

－－ 手続にかかる業務の総点検手続にかかる業務の総点検

－－ 官民における関係手続の連携強化官民における関係手続の連携強化

－－ 情報の透明化情報の透明化

－－ フロントオフィスにおけるワンストップポータルの実現フロントオフィスにおけるワンストップポータルの実現

－－ バックオフィスにおける情報の共同利用の促進バックオフィスにおける情報の共同利用の促進

－－ 国・地方における関係手続の連携検討国・地方における関係手続の連携検討

－－ データや様式の標準化データや様式の標準化

３．知識創造の社会へ導く次世代電子行政サービスの３．知識創造の社会へ導く次世代電子行政サービスの
継続的な成長に向けた取組み継続的な成長に向けた取組み

－－ 社会保障カード（仮称）、電子私書箱（仮称）との連携社会保障カード（仮称）、電子私書箱（仮称）との連携



参考資料７

年金手帳
健康保険被保険者証

国民健康保険被保険者証
介護保険被保険者証 雇用保険被保険者証

根拠規定
国民年金法第１３条

厚生年金保険法施行規則第８１条
年金手帳の様式を定める省令

健康保険法施行規則第４７条
国民健康保険法施行規則第６条、第２０条

介護保険法施行規則第２６条 雇用保険法施行規則第１０条

必要になる場合

●年金や一時金の請求をするときに社会保険
　事務所等に提示

●年金や一時金についての相談を受けるとき
　社会保険事務所等に提示

●被保険者の氏名及び住所等に変更のあった
　ときに社会保険事務所等に提出

等

●保険医療機関等で診療を受けようとするとき、保険医療
　機関の窓口に提出

【健保】
●被保険者の氏名及び事業所名称等に変更のあったと
　 きなどに、社会保険事務所又は健康保険組合に提出

【国保】
●被保険者の氏名及び世帯主の住所等に変更のあった
　 ときなどに、市町村又は国民健康保険組合に提出

●要介護（要支援）認定の際、市町村に提出

●介護サービスを受けようとするとき、事業者又は施設の
　窓口に提示

●被保険者の氏名及び住所等に変更のあったときに
　市町村に提出

●被保険者が被保険者の資格を喪失したときに市町村に
　提出

等

●雇用保険被保険者証の交付を受けた者が
　一度被保険者資格を喪失し、再び被保険
　者となった場合に、事業主に提示

●被保険者が他の事業所に転勤した場合や
　氏名を変更した場合に、事業主に提示

●被保険者となったことの確認の請求をした
　ときに、公共職業安定所に提出

交付主体 社会保険庁長官
【健保】社会保険事務所長等又は健康保険組合
【国保】市町村又は特別区又は国民健康保険組合

市町村等 公共職業安定所長

交付対象
①厚生年金の被保険者
②国民年金第１号被保険者・第３号被保険者

【健保】被保険者及び被扶養者
【国保】被保険者

・第１号被保険者
・第２号被保険者のうち、①要介護（支援）認定を申請し
　た者及び②介護保険被保険者証の交付を申請した者

被保険者

交付単位 個人
原則、個人単位
ただし、国保と健保組合においては、経過的に世帯単位
の交付を認めているところ。

個人単位（第２号被保険者については、要介護（支援）認
定を申請した者若しくは交付を希望した者に交付）

個人

交付手続

【国年】
●第１号被保険者は市町村に資格取得届を
　提出
●第３号被保険者は、その配偶者が使用され
　る事業主又はその配偶者が加入する共済
　組合等に資格取得届を提出

【厚年】
●事業主が社会保険事務所等に資格取得
　届を提出

【健保】
●事業主が保険者に資格取得届を提出
●被扶養者については、被保険者が事業主を経由して
　保険者に被扶養者届を提出

【国保】
●被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が資格
　取得届を市町村に届出

（第１号被保険者）
●６５歳到達による資格取得については、市町村への届
　出不要
●他市町村からの転入による資格取得には、届出が必要

（第２号被保険者）　次のいずれか
●保険者に要介護（支援）認定を申請
●保険者に介護保険被保険者証の交付を申請

●事業主が公共職業安定所に資格取得届を
提出

　

現行の年金手帳・被保険者証について

住民基本台帳法に基づく転入届があったときに、
介護保険の資格取得の届出があったものとみな
される。ただし、住所地特例の場合を除く。

（１／２）



年金手帳
健康保険被保険者証

国民健康保険被保険者証
介護保険被保険者証 雇用保険被保険者証

券面記載事項
（（*）は自署）

・氏名
・生年月日
・性別

・基礎年金番号
・交付年月日
・変更後の氏名（変更日）

「国民年金の記録」欄
・資格取得年月日（*）
・被保険者の種別（*）
・資格喪失日（*）
・資格の種別変更日（*）

「厚生年金保険の記録」欄
・事業所名（*）
・事業所所在地（*）
・資格取得年月日（*）
・資格喪失日（*）

・氏名
・生年月日
・性別
・住所（健保は被保険者証裏面等に自署）

・被保険者記号番号
・保険者番号
・保険者名
・交付年月日
・資格取得年月日
・世帯主氏名【国保】
・被保険者氏名【健保・被扶養者の場合のみ】
・有効期限【国保】
・事業所名称【健保】
・事業所所在地【健保】
・保険者所在地【健保】

・氏名
・生年月日
・性別
・住所

・被保険者番号
・保険者番号（保険者の名称・印）
・交付年月日
・要介護状態区分等
・認定年月日
・認定の有効期間
・居宅サービス等における区分支給限度基準額
　（サービスの種類とその種類支給限度基準額）
　（※バウチャーを発行する市町村についてはバウチャー
　　　切り分け欄）
・認定審査会の意見及びサービスの種類の指定
・給付制限（内容及び期間）
・居宅介護支援事業者又は介護予防支援事業者
　及びその事業者の名称（届出年月日）
・介護保険施設等種類・名称（入退所年月日）
　（※労災保険の介護補償給付等の受給者に
　ついてはその旨と常時介護・随時介護の別を記載）

・氏名
・生年月日

・被保険者番号

媒体 紙 紙・プラスチックカード・ＩＣカード　等 紙 紙

返納の必要
なし

（原則、生涯ひとつ）
あり

（資格喪失時及び更新時）
あり

（資格喪失時）
なし

有効期限 なし あり（保険者により異なる） なし なし

被保険者資格
の管理方法

基礎年金番号と４情報（氏名、住所、生年月
日、性別）

【健保】
保険者番号、被保険者記号番号及び３情報（氏名、生年
月日、性別）
【国保】
保険者番号、被保険者記号番号及び４情報（氏名、住
所、生年月日、性別）

　

保険者番号、被保険者番号と４情報（氏名、住所、生年月
日、性別） 雇用保険被保険者番号と３情報（氏名、生

年月日、性別）

番号の変更
なし

（原則、生涯ひとつの番号）

なし
なし

（ただし、保険者（市町村）を異動すると変更）

なし

備考

初めて加入した年金制度が共済年金制度の
場合、その際には、年金手帳は交付されない。
（ただし、「基礎年金番号通知書」を交付。）

共済加入者には、共済組合員証等が交付されている。

【例：国家公務員】
　・世帯単位の交付
　・券面には、氏名・性別・生年月日・住所・資格取得
　　年月日・発行機関の所在地・保険者番号名称及び
　　印・交付年月日・有効期限のほか、被扶養者の氏
　　名・性別・生年月日、組合員及び被扶養者療養給
　　付記録を記載
　・媒体は紙

ただし、被保険者資格に異動が生じたときは
変更する場合がある。

ただし、最後に被保険者でなくなった日から
７年以上経過すると新規に付番

第２号被保険者については、①要介護（支援）認定を
申請した者及び②介護保険被保険者証の交付を申請
した者に限り、被保険者として管理

（２／２）



年金見込額試算
年金加入記録照会・年金見込額試算

（電子申請）
年金個人情報提供サービス
（ユーザＩＤ・パスワード）

ねんきん定期便

サービス提供者 社会保険庁 社会保険庁 社会保険庁 社会保険庁

サービス利用可能者 公的年金制度加入者で
申込日現在５０歳以上の方

公的年金制度加入者
公的年金制度加入者

（共済組合等加入者を除く）
公的年金制度加入者
（平成２１年４月から）

閲覧・確認方法

①社会保険庁ＨＰから、
　基礎年金番号、氏名、性別、生年月日、住
　所、現在加入している年金制度の別等を入
　力（申込み）
②社会保険庁が年金見込額試算の結果を
　社会保険庁で管理している住所に郵送

①公的個人認証サービス又は日本認証サー
　ビス（株）の「電子証明書」を取得
②厚生労働省電子申請・届出システムから
　①の電子証明書を添えて申込み
③結果は、電子文書で通知

①社会保険庁ＨＰから、基礎年金番号、氏名、
　性別、生年月日、住所等を入力し、「ユーザ
　ＩＤ・パスワード」取得の申込
②社会保険庁から、社会保険庁で管理して
　いる住所にユーザＩＤ・パスワードを郵送
③社会保険庁ＨＰから、ユーザＩＤ・パスワード
　等を入力して、利用

○社会保険庁から社会保険庁で管理してい
　る住所に郵送

閲覧・確認できる内容

●年金見込額
　　（共済組合等支給分は除外）

●加入履歴（加入制度、資格取得・喪失年月
　　日、加入月数等）

●年金見込額
　　（共済組合等支給分は除外）

●加入履歴
　（加入制度、資格取得・喪失年月日、加入
　月数等）

※申込日現在５０歳未満の方については、
　加入履歴のみを回答

●加入履歴
（加入制度、事業所名称、資格取得・喪失年月
　日、加入月数等）

●過去すべての厚生年金の標準報酬月額及
　び国民年金の保険料納付状況（納付、未納、
　免除等の別）

【全年齢共通】
●加入月数
●これまでの加入実績に応じた年金見込額
●保険料納付額（被保険者負担分）
●直近１年分の厚生年金の標準報酬月額
　及び国民年金の保険料納付状況（納付、
　未納、免除等の別）

【特定年齢（３５歳、４５歳、５８歳）の方】
●加入履歴
　（加入制度、事業所名称、資格取得・喪失
　年月日、加入月数等）
●過去すべての厚生年金の標準報酬月額
　及び国民年金の保険料納付状況（納付、
　未納、免除等の別）
※平成２１年４月から一定期間は、全年齢
　の被保険者に対して、特定年齢の方と
　同様の内容を送付

【５０歳以上の方】
●将来の年金見込額

【５０歳未満の方】
●年金額の早見表

利用件数
１７６，３３９件
（平成１８年度）

３２７件
（平成１８年度）

９２９，７４１件
------------------------

現行の年金記録情報の提供方法について

※　平成１９年１２月～平成２０年１０月目途の間は、全ての年金受給者及び被保険者に対して、加入期間及び加入履歴を通知する「ねんきん特別便」を送付。

平成１９年８月までのユーザＩＤ・パス
ワード累積発行件数

老齢年金受給者を除く

※
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医療費通知 レセプト（診療報酬明細書等）開示
特定健診等の結果に関する情報

（平成20年４月～）
介護給付費通知

情報提供主体 医療保険者 医療保険者 医療保険者 介護保険者

閲覧・通知に係
る根拠法令

厚生労働省通知　等

個人情報の保護に関する法律第２５条
行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律第１４条
独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律第１４条
地方公共団体の個人情報保護条例
等

高齢者の医療の確保に関する法律第２３条 ------------------------

対象者
医療保険加入者のうち

保険診療（調剤）を受けた者

①医療保険加入者
②①が未成年又は成年被後見人の場合にお
　　ける法定代理人
③被保険者が死亡している場合は、その遺族
等

４０歳以上７４歳以下の
医療保険加入者

介護保険被保険者のうち
サービスを受給している者

確認・閲覧方法
とその頻度

保険者から通知
　（頻度は保険者ごとに異なる）

〈例〉政管健保の場合　年２回

　保険者に対してレセプト開示を請求
　(遺族においては開示を依頼）

　（例：政管健保の場合）
　最寄りの社会保険事務所へ、開示請求（依頼）者
　本人が直接、次の書類を持参又は郵送により手続
　・診療報酬明細書等開示請求書
　・開示請求をされる方の本人確認ができる書類

保険者又は実施機関からの通知等

　　　　　　　　保険者から通知
　　実施している市町村と未実施の市町
　村があり、実施市町村の中でも、送付
　の頻度は異なる。

　【参考】
　　介護給付費通知を実施している市町村
　の数は、全体の約５０％（平成１８年度）。
　　平成２２年度末までに実施率を１００％
　とすることを目標。

確認・閲覧
できる内容

　内容は保険者ごとに異なる

　〈例〉
　・該当期間にかかった医療費の
　　総額
　・受診した医療機関名称
　・区分（入院又は通院日数）

　開示請求（依頼）をしたレセプト

　　ただし、開示することについて支障があると判断さ
  　れたレセプト等は、開示できない。
　　また、保険者によって、レセプトの保存年数が異
　　なる。

　特定健診等の内容
　
　・既往歴の調査結果
　・自覚症状及び他覚症状の有無の検査結果
　・測定結果（身長・体重・腹囲・BMI・血圧）
　・血液検査結果（肝機能・脂質・血糖）
　・尿検査結果
　・特定保健指導に関する記録　等

　内容は保険者ごとに異なる

　なお、一般的な記載内容は以下のとおり
　　・サービス利用月
　　・介護サービス事業者名称
　　・サービスの種類
　　・サービス利用日数（回数）
　　・サービス費用総額
　　・利用者負担額　　　等

利用件数
（平成１８年度）

２，８１１万件
（政管健保）

６，１７２件
（政管健保）

------------------------ 保険者数８１７
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